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本準備書面は、被告九州電力準備書面４第２における、玄海町における白血

病に関する主張への原告らの反論を目的とする。 

 

第１ 被告九州電力の主張 

 

被告九州電力は、「本件原子力発電所・・・、それぞれの運転開始後に佐賀

県、唐津保健福祉事務所管内及び玄海町において、白血病死亡者数が段階的に

上昇している事実はない（図７、表３）。」さらには、「本件原子力発電所１

号機の運転開始後以降、佐賀県及び唐津保健福祉事務所管内におて、白血病死

亡者数が右肩上がりに推移しているが、この傾向は全国においても同様であり、

これらの地域のみが有意に上昇しているということはできない（図７）。」。

したがって、「本件原子力発電所が原因となり、本件原子力発電所周辺住民の

白血病死亡者数が増加している事実はな（く）」いと結論づける。 

 

第２ 原告らの反論 

 

 １ 始めに 

原告らは、被告九州電力の反論にもかかわらず、玄海町及び近隣地域にお

ける白血病死亡者数は統計上有意に増加しており、その原因は他に認められ

ず、本件玄海原子力発電所由縁の放射性物質が原因となっていると主張する

ものである。 

そもそも、被告の如く”数”だけを問題とすることは、全く非科学的な態

度と言わざるを得ない。例えば、平成２４年時において日本全国の人口総数

（約１億３０００万人）は玄海町の人口総数（約６０００人）の２万倍以上

である。しかも、全国の人口は増加し、他方玄海町の人口は減少しているか

らである。１９７０年と２０１０年の人口を比較すると、全国は１０，４６
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７万人から１２，８０６万人へと２２．３％増加しているが、玄海町は７，

４６８人から６，３７５人へと逆に１４．６％減少しているのである。この

様に人口数が変動する集団を比較する場合には、死亡数ではなく、死亡率で

比較しなければ、正確な比較とはならないのである。 

したがって、本件原子力発電所１号機の運転開始（昭和５０年１０月１５

日）後以降の玄海町における白血病死亡者数変動の有意性を検討するために

は、本件原子力発電所１号機の運転開始（昭和５０（１９７５）年１０月１

５日）前後で、母集団数を大きくとるため数年間の期間を取り、その期間に

おける白血病死亡者の対１０万人率を比較検討すべきである。また、玄海町

における白血病死亡者数の在り方を他の地域と比較するためには、出来る限

り玄海町の白血病死亡者数の影響を受けない範囲の地域と比較すべきである。 

 

 ２ 別紙添付のグラフ「白血病死亡率（１０万人対）玄海町・唐津市・佐賀市・

全国」（以下、「グラフ」という。）から分かること 

（１）始めに 

グラフの白血病死亡率（１０万人対）は、人口・白血病死亡者数・白血病

死亡率（１０万人対）をまとめた別紙１のうち、玄海町・唐津市・佐賀市・

全国につき、昭和４４（１９６９）年から平成２４（２０１２）年までを抜

き出したものである。唐津市及び佐賀市の範囲については、平成１７（２０

０５）年前後に行われた市町村合併後の現唐津市・現佐賀市の範囲で統一し

てある。 

なお、玄海原子力発電所から直線で、玄海町町役場は約６km、現唐津市市

役所は約１４km、現佐賀市市役所は約５１km の距離にある。 

また、グラフは、昭和４４（１９６９）年から平成２４（２０１２）年ま

でを、８年ごとに区切り原発稼働前として昭和４４（１９６９）年から昭和

５１（１９７６）年の８年間とした。確かに、玄海原子力発電所１号機が稼
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働を始めたのは昭和４４（１９７５）年１０月である。しかし、サバンナ川

地域の報告書では、放射線発生源に位置する「原子力関連施設労働者」でさ

え「白血病死亡率と放射線量の正の関連性は、３年のタイムラグを仮定した

もとで観察され（た）」ている事から、１９７５年の稼働年から３年のタイ

ムラグを考慮して、稼働前として昭和５１（１９７６）年までを加えること

とした。その後については稼働後として、８年ごとに期間を区切って白血病

死亡率（１０万人対）を検討することとした。 

（２）検討 

ア 昭和４４（１９６９）年から昭和５９（１９８４）年まで 

玄海原子力発電所１号機の稼働年は昭和５０（１９７５）年１０月、２

号機の稼働年は昭和５６（１９８１）年３月であるが、昭和４４（１９６

９）年から昭和５９（１９８４）年までの間は、白血病死亡率（１０万人

対）につき玄海町５．０～６．７、唐津市４．４～５．７、佐賀市３．３

～３．９，全国３．６～４．０と、各地域とも目立った変動は認められな

い。 

イ 昭和６０（１９８５）年以降 

しかし、玄海原子力発電所１号機稼働（昭和５０（１９７５）年１０月）

から１０年、２号機稼働（昭和５６（１９８１）年３月）から４年を経過

した、昭和６０（１９８５）年以降の各８年間を見てみると状況は激変す

る。玄海原子力発電所に最も近接する玄海町は２０．０～３１．５、その

次に近接する唐津市は７．９～１３．４，さらに佐賀市６．１～６．９と

なり、他方、玄海原子力発電所との地理的関係が問題とならない全国では

４．６～６．４となっているのみである。 

すなわち、玄海原子力発電所に最も近接する玄海町では稼働前と比較す

ると約４倍～５倍となり、その次に近接する唐津市においても約２倍～３

倍の上昇・高止まりの状態を示している。また、佐賀市においても常に全
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国の数値を上回っている。 

ウ 小活 

上記の事実は、玄海原子力発電所稼働後は玄海原子力発電所に近接する

につて、白血病死亡率が上昇・高止まりしていることを示している。そし

て、この様な、玄海原子力発電所稼働後における同原子力発電所に近接し

た玄海町及び唐津市における突出した白血病死亡率（対１０万人）の上昇・

高止まりという変移の要因については、白血病の発生要因の一つである放

射性物質の発生源としての玄海原子力発電所の稼働という事実しかない。 

 

 ３ まとめ（人格権の侵害） 

以上からすれば、被告九州電力が稼働する玄海原子力発電所から放出する

放射性物質が原因となって、玄海町・唐津市等玄海原子力発電所周辺におけ

る住民の白血病死亡率（１０万人対）を突出して上昇・高止まりさせている

ことは明らかである。 

とすれば、被告九州電力は、玄海原子力発電所の稼働という行為で放射性

物質を周辺地域に放出し、住民の白血病死亡率を上昇・高止まりさせること

により住民の生命身体の安全を危険に曝すという人格権の侵害を引き起こし

ているのであり、その責任は免れないのである。 

以上 


